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通所介護重要事項説明書 
＜令和 ８年 ６月 １日  現在＞ 

 

 事業所は要介護状態にある利用者に対して、適正な通所介護サービスを提供します。事業所の

概要や提供されるサービス内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおりご説明します。 

 

１．事業の目的及び運営方針 

  事業所として、要介護状態にある利用者（要介護１～要介護５に該当する方）に対して、利

用者の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入

浴、排泄、食事の介護、その他生活全般にわたる生活支援や機能訓練を行ないます。また、事

業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健、医療、福祉サービスとの綿密な連携を図り、

総合的なサービスの提供に努めます。 

 

２．事業所が提供するサ－ビスについての相談窓口 

    電   話  ０２４４－２６－５８１２ 

  Ｆ Ａ Ｘ  ０２４４－２５－７１２５ 

日  時 月曜日～土曜日の午前８時００分～午後５時００分 

（１２月３０日から１月３日は休日となります。） 

    担  当  施設長  松岡 裕美   主任生活相談員  舟山 英治 

 

３．事業所の概要 

（１）事業所の名称等 

事業所名称 社会福祉法人南相馬福祉会石神デイサービスセンター 

所在地 〒975-0061 福島県南相馬市原町区大木戸字西原７１－１ 

介護保険指定番号 通所介護・平成 31 年 3 月 1 日指定 

（福島県０７７１２００４１７号） 

連絡先 電話 0244-26-5812 ＦＡＸ 0244-25-7125 

開設年月日 平成 25 年 3 月１日 

管理者（施設長） 松岡 裕美 

サービスを提供する区域 南相馬市原町区 

 

（２）事業所の職員体制 

職種 資格 職員数 職 務 内 容 

管理者  

（施設長） 

社会福祉主事等 １名 

（兼務） 

職員、業務の管理及び指揮命令 

生活相談員 社会福祉主事等 1 名以上 

（兼務） 

介護計画の作成、説明、利用者の相

談利用計画、日程プログラム調整 

機能訓練指導員 看護師又は准看

護師 

1 名以上 

(兼務可) 

身体機能の改善、減退防止の訓練 

看護職員 看護師又は准看

護師 
1 名以上 

健康管理、医療との連携支援業務 

介護職員 

介助員 

介護福祉士等 
４名以上 

日常生活全般の介護支援業務 

事務員 社会福祉主事 
1 名（兼務） 

事業に必要な事務業務 
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（３）職員の勤務時間 

①管理者 施設長 

   土曜日、日曜日、１２月２９日～１月３日を除く午前８時００分～午後５時００分 

②生活相談員、看護職員、機能訓練指導員、介護職員、事務員 

日曜日、１２月３０日から１月３日を除く 

   早番 午前７時３０分～午後４時３０分 

 午前８時００分～午後５時００分 

   日勤 午前８時３０分～午後５時３０分 

 

（４）事業所の整備概要 

①定員           介護予防通所介護利用者と併せて１日３０名 

②食堂・日常動作訓練室   床面積１８４．８７㎡ 

③浴室・脱衣所       床面積５２．３７㎡ 

④浴槽           車椅子リフト浴、移乗リフト浴槽完備 

⑤送迎車両         車椅子、ストレッチャー対応車両 

 

（５）営業日時・休業日 

営業日時  月曜日～土曜日  午前７時３０分～午後５時００分 

休業日 日曜日、年末年始（１２月３０日から１月３日） 

サービス提供時間 午前９時００分～午後４時００分 

緊急連絡電話 ０２４４－２６－５８１２（休業日を除く午前８時００分～午後５時００分） 

 

４．サービスの内容 

（１）入浴      身体の状況に応じた入浴を提供します。  

（２）食事      栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮し、適温により食事を提供   

します。   昼食 １２時～ 

（３）機能訓練   自立支援を目標としたリハビリを提供します。 

（４）送迎     車椅子対応の車両等で速やかに送迎いたします。車椅子の方でも対応しま

す。通常の実施地域は南相馬市原町区です。通常実施地域以外にお住まい

の方は、通常実施地域の境界より片道１ｋｍあたり２５円の実費をいただ

きます。 

（５）生活相談    利用者、ご家族の介護の相談に応じます。 

 

５．サービスの利用料金 

（１）基本料金 

介護区分 介護保険適用時の１日 

あたりの自己負担額 

備    考 

 要介護度１ ６５８円  

 要介護度２ ７７７円  

 要介護度３ ９００円  

 要介護度４ １，０２３円  

 要介護度５ １，１４８円  
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（２）加算利用料等 

加算区分 算出 自己負担額 内容 

個別機能訓練

加算 

（Ⅰ）イ 

 

 

 

 

１日あたり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ５６円 個別の機能訓練計画を作成し、自立

の支援、日常生活の充実に資する心

身の状況に応じた機能訓練を適切に

行った場合に算定となります。ただ

し、（Ⅰ）イ、（Ⅰ）ロのいずれかの

算定となります。 

（Ⅰ）イ：機能訓練指導員を１名以

上配置（配置時間の定め

なし） 

（Ⅰ）ロ：機能訓練指導員を１名以

上配置（サービス提供時

間帯通じて配置） 

（Ⅰ）ロ    ７６円 

（Ⅱ） １月あたり    ２０円 加算（Ⅰ）に加えて、個別機能訓練

計画等の内容を厚生労働省に提出

し、フィードバッグを受けた場合算

定されます。 

入浴介助加算 （Ⅰ） １日あたり ４０円 入浴介助をした場合算定となります。 

（Ⅱ） ５５円 リハビリテーション専門職（医師・

理学療法士・作業療法士・介護福祉

士・介護支援専門員等）らが利用者

宅を訪問し、浴室の環境を確認しそ

れを踏まえた、個別入浴計画を多職

種で作成し、計画に基づき個別の入

浴介助を行った場合算定となりま

す。 

サービス提供

体制強化加算 

（Ⅰ） 1 日あたり    ２２円 介護福祉士の資格者配置、常勤職員

の配置割合または職員勤続年数の割

合が基準に適合している場合算定さ

れます。ただし、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲのいず

れかの算定となります。 

（Ⅱ）    １８円 

（Ⅲ）     ６円 

介護職員等処

遇改善加算 

（Ⅰ）イ １月あたり 

 

基本サービス

費に各種加算

減算を加えた

1 月あたりの

総単位数にサ

ービス別加算

率（加算(Ⅰ)

イ：11.1％、

加算(Ⅰ)ロ：

12.0%）を乗じ

た単位数で算

定した金額の

1 割（※２割）

の金額 

厚生労働大臣が定める基準に適合し

ている介護職員等の賃金の改善等を

実施している事業所が、利用者に対

し指定通所介護を行った場合、基準

にかかげる区分に従い算定されま

す。ただし、（Ⅰ）イ、（Ⅰ）ロのい

ずれかの算定となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ⅰ）ロ 
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加算区分 算出 自己負担額 内容 

中重度ケア体制加算 １日あたり    ４５円 中重度の要介護者を受け入れられる

体制を構築し、要介護３から要介護

５の利用者の割合が基準に適合して

いる場合算定されます。 

認知症加算 １日あたり    ６０円 

 

認知症介護の専門的な研修を修了し

た職員の配置があり、認知症の利用

者の割合が基準に適合している場合

算定されます。 

生活機能向上

連携加算 

 

（Ⅰ） ３月に１回

を限度 

 

 

 

 

 

 

 

  １００円 外部のリハビリテーション専門職か

らの助言を受けることができる体制

を構築し、助言を受けた上で、機能

訓練指導員等が生活機能の向上を目

的とした個別機能訓練計画を作成

し、専門職はサービス提供の場又は

ＩＣＴを活用した動画等により、利

用者の状態を把握した上で、助言を

行った場合算定されます。 

（Ⅱ） 

 

１月あたり   ２００円 外部のリハビリテーション専門職と

介護サービス事業所の職員が共同で

アセスメントを行い、個別機能訓練

計画を作成し３ヶ月毎に１回以上評

価する事で算定されます。 

科学的介護推進体制加

算 

1 月あたり ４０円 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態 

口腔機能、認知症の状況、心身の状

況等の基本的な情報を厚生労働省に

提出している場合に算定されます。 

栄養アセスメ

ント加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １月あたり    ５０円 

 

 

 

・当事業所の職員として又は外部と

の連携により管理栄養士を１名以

上配置していること。 

・利用者ごとに、管理栄養士、看護

職員、介護職員、生活相談員その

他の職種の者が共同して栄養アセ

スメントを実施し、当該利用者又

は家族に対してその結果を説明

し、相談等に応じ対応すること。 

・利用者ごとの栄養状態等の情報を

厚生労働省に提出し、栄養管理の

実施に当たって、当該情報その他

栄養管理の適切かつ有効な実施の

ために必要な情報を活用している

こと。 

上記の要件を満たした場合算定され 

ます。 

栄養改善加算 １回あたり ２００円 栄養改善サービスの提供に当たっ 

て、必要に応じ居宅を訪問した場合 

算定されます。 
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加算区分 算出 自己負担額 内容 

ＡＤＬ維持等

加算 

（Ⅰ） 

 

 

 

１月あたり 

 

   ３０円 イ：利用者（当該事業所の評価対象

利用期間が６月を超える者）の

総数が１０人以上であること。 

ロ：利用者全員について利用開始月

と、当該月の翌月から起算して

６月目においてＡＤＬ値を測定

し、測定した日が属する月ごと

に、情報を厚生労働省に提出し

ていること。 

ハ：利用開始月の翌月から起算して

６月目の月に測定したＡＤＬ値

から利用開始月に測定したＡＤ

Ｌ値を控除して得た値に、初月

のＡＤＬ値や要介護認定の状況

等に応じて一定の値を加えたＡ

ＤＬ利得の上位及び下位それぞ

れ１割の者を除く評価対象利用

者のＡＤＬ利得を平均して得た

値が、１以上であること。 

上記、イ、ロ、ハの要件を満たした

時算定されます。 

（Ⅱ）     ６０円 加算（Ⅰ）のイとロの要件を満たし、

評価対象利用者のＡＤＬ利得を平均

して得た値（加算（Ⅰ）のハと同様

に算出した値）が２以上である場合

算定されます。 

口腔・栄養ス

クリーニング

加算 

（Ⅰ） 

 

 

 

 

 

 

 

１回あたり    ２０円 当事業所の職員が、利用開始時及び 

利用中６月ごとに利用者の口腔の健 

康状態及び栄養状態について確認を 

行い、当該情報を利用者を担当する 

介護支援専門員に提供した場合算定 

されます。（ただし、栄養アセスメン 

ト加算、栄養改善加算及び口腔機能 

向上加算との併算定不可） 

（Ⅱ）     ５円 利用者が栄養改善加算や口腔機能向 

上加算を算定している場合口腔の健 

康状態と栄養状態のいずれかの確認 

を行い、当該情報を利用者を担当す 

る介護支援専門員に提供した場合算 

定されます。（ただし、栄養アセスメ 

ント加算、栄養改善加算又は口腔機 

能向上加算を算定しており加算（Ⅰ） 

を算定できない場合にのみ算定可 

能） 
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加算区分 算出 自己負担額 内容 

口腔機能向上

加算 

（Ⅰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１回あたり   １５０円 口腔機能が低下している利用者、ま

たはその恐れのある利用者に対し、

言語聴覚士や歯科衛生士、看護職員

らが共同して口腔機能改善管理指導

計画を作成し、それに基づく適切な

口腔機能向上サービスの提供、定期

的な評価、計画の見直しといった一

連のプロセスを行った場合算定され

ます。 

（Ⅱ）    １６０円 口腔機能向上加算（Ⅰ)の取組に加

え、口腔機能改善管理指導計画等の

情報を厚生労働省に提出し、口腔機

能向上サービスの実施にあたって、

当該情報その他口腔衛生の管理の適

切かつ有効な実施のために必要な情

報を活用している場合算定されま

す。 

（※）一定の所得以上の方は負担の割合が異なります。（介護保険負担割合証に基づく） 

 

（３）食費 

区分 １食当たりの自己負担額 備考 

食費        ８５０円 昼食、おやつ分の金額 

 

 

（４）その他の費用 

区分 費用 備考 

利用中止による食

費実費分 

        １回８５０円 利用日前日の午後５時以降の休止

の連絡や連絡がなく休止された場

合に発生します。  

おむつ及びリハビ

リパンツ代  

        １枚１００円   

 パット代 １枚５０円   

 クリアケース代          １個３５０円   

レク活動費         材料費等の実費   

複写物 １枚２０円  １枚２０円  

（契約書第５条第３項の複写物）  

写真代 １枚３０円   

 (※)その他日常生活において通常必要となるものにかかる費用及び行事等で利用者が負担する 

ことが適当と認められる費用については実費をいただく場合があります。 
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（５）支払について 

利用者が要介護認定を受けていない場合にはサービス利用料金の全額をいったん利用者

が負担することになります。要介護認定後、事業所からサービス提供証明書を発行いたしま

す。このサービス提供証明書を後日、保険者（市町村）の窓口に提出しますと、自己負担分

を除く全額が介護保険から払戻を受けられます。（償還払い） 

保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業所に支払われない場合、介護保険適用外の

料金の負担をいただきます。事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサ－ビ

ス提供証明書を後日、保険者（市町村）の窓口に提出しますと、自己負担を除く全額が介護

保険から払戻を受けられます。 

（６）支給限度額を超えたサービスの利用について  

その月にご利用になられたサービスの単位数の合計が、介護保険証に記載された区分支給限

度基準額（保険対象費用の上限）を超過した場合、超過した単位数についてのサービス費用

は利用者の方の全額負担となります。 

（７）支払方法 

毎月、１５日までに前月分の請求をいたしますので、請求の日から２０日以内にお支払い

ください。お支払いいただきますと、領収書を発行します。 

お支払方法は事業所指定金融機関振込み又は現金納入の２通りの中から選べます。 

 

６．サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

契約締結後、サービスの提供を開始します。「居宅サービス計画」の作成を依頼している

場合は、事前に介護支援専門員とご相談下さい。 

（２）サービスの利用中止 

体調不良等の理由によりサービスの利用を中止する場合は、サービス提供日の前日午後５

時までにご連絡下さい。それ以降のご連絡の場合は、利用中止による食費実費分としていた

だきます。 

（３）サービス利用契約の終了 

①利用者のご都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望する日の１週間前までに文書でお申し出下さい。 

②事業所の都合でサ－ビスを終了する場合 

人員不足等の事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございます。その場 

合は、終了１カ月前までに文書で通知いたします。 

③自動終了 

  以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

・利用者が介護保険施設等に入所、又は制度上、当該サービスとの併用ができないサービス

を受けるようになった場合 

・利用者がお亡くなりになった場合 

・要介護状態区分が要支援１～要支援２と認定された場合、又は自立（非該当）と認定され 

た場合 

④その他 

・事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者やご 

家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、又は事業所が破産した場合、利用 

者は文書で解約を通知することによって即座にサ－ビスを終了することができます。 

・利用者が、サービス利用料金の支払を２カ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにも 

かかわらず催告の日から２０日以内に支払わない場合、利用者が正当な理由なくサービスの 

中止をしばしば繰り返した場合、利用者が入院もしくは病気等により、２カ月以上にわたっ 

てサービスが利用できない状態であることが明らかになった場合、又は利用者やご家族など 

が事業所や事業所の職員に対して本契約を継続し難いと判断された場合（器物・物品破損、 

利用者・職員に対する暴力、セクハラ、その他背信行為等）は、文書で通知することにより、 

即座に契約を終了させていただく場合がございます。 
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７．身元引受人の義務 

（１）身元引受人は、利用者の利用料に対する連帯保証の義務があります。 

（２）前号の身元引受人の負担は、極度額１００万円を限度とします。 

（３）身元引受人が負担する債務の元本は、利用者の契約が終了または身元引受人が死亡した時  

  に確定するものとします。 

（４）身元引受人からの請求があったときは、事業者は､身元引受人に対し、遅滞なく、利用料等

の支払状況や滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の全ての債務の額等に関する情報を提供

しなければならないものとします。 

 

８．事業所の特徴等 

（１）サービスの方針 

事業所は、利用者や家族の方々に安心してご利用頂けるサービスを提供いたします。利用

してよかったと評価の頂けるサービスと利用者の皆様方との信頼関係をもっとも大事にし

て参ります。   

（２）サ－ビス利用に当たっての留意事項 

・送迎時間の連絡       

事前に連絡してある時間までにご準備をお願いします。 

・体調確認   

朝の迎えの際に体調を確認いたしますので状態の説明をお願いします。  

・体調不良等によるサ－ビスの中止・変更 

体調が悪い場合には、ご利用をお断りすることがあります。 

・設備、器具の利用     

利用者のために設置してある設備、器具は職員の指示のもとご利用できます。 

 

９．緊急時の対応方法 

サービスの提供中に容体の変化等があった場合は、あらかじめ届けられた連絡先へ可能な限

り速やかに連絡するとともに救急車を要請する等の必要な措置を講じます。 

 

１０．事故発生時の対応 

事故が発生した場合は、利用者に対して応急処置、医療機関への搬送を講じ、速やかに身元

引受人等へ説明します。なお、「通所介護計画」に変更を生じる可能性がある場合は、担当の

介護支援専門員へ連絡し、利用者の要介護認定に影響する場合は、保険者（市町村）に報告し

ます。食中毒や伝染病等が発生した場合も保険者に連絡します。 

 

１１．損害賠償について 

事業所の責任により利用者に生じた損害については、事業所は身元引受人等に連絡するとと

もに、速やかにその損害を賠償いたします。ただし、その損害の発生について、利用者に故意

または過失が認められる場合には、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められた

時に限り、事業所の損害賠償額を減じる場合があります。 

 

１２．非常災害対策 

・防災時の対応    火災、地震等に対するマニュアルを作成し、職員に周知しております。 

・防災設備    事業所の施設は緊急時に対応するためスプリンクラー設備、 

自動通報装置等の消防設備を完備しております。 

・防災訓練    消防法規に定める訓練を実施しております。 

・防火管理者      松岡 裕美 
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１３．サ－ビス内容に関する相談・要望・苦情 

事業所相談・要望・苦情担当 

苦情解決責任者   管理者（施設長）   松岡 裕美 

苦情解決担当者   主任生活相談員    舟山 英治 

電  話    ０２４４－２６－５８１２ 

※受付日時 月曜日～土曜日の午前８時００分～午後５時００分 

（１２月３０日から１月３日は休日となります。） 

第三者委員 

氏     名 役 職 等 受付時間 電話番号 

田沢 敬市 南相馬福祉会評議員 ９：００～２０：００ ４６－５７８５ 

石井 幹雄 南相馬福祉会監事 ９：００～２０：００ ０９０－５３５７－７２５７ 

黒木 洋子 南相馬福祉会評議員 ９：００～２０：００ ０９０－３１２９－８５７９ 

渡邉 昌徳 南相馬福祉会監事 ９：００～２０：００ ０９０－７０６５－９７４８ 

 

【市町村（保険者）の窓口】 

・南相馬市役所 健康福祉部 長寿福祉課介護保険係 

 電   話  ０２４４－２４－５３３４ 

※受付日時  午前８時３０分～午後５時１５分まで（土・日・祝日を除く） 

 

【公的団体の窓口】 

・福島県国民健康保険団体連合会 

 電   話  ０２４－５２８－００４０ 

 ※受付日時  午前９時～午後４時まで（土・日・祝日を除く） 

 

１４．秘密の保持 

事業所並びに職員は、サービス利用において知り得た利用者や家族等に関する事項を正当な

理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は契約終了後も継続し、職員にあっては退職後

も継続します。なお、研修(実習)生等の受入時にも守秘義務に関し説明し誓約書等の提出の措

置を講じます。 

１５．虐待の防止のための措置に関する事項 

  ・事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止のための次の措置を講ずるものとします。  

 （１）虐待の防止に関する責任者の選定 

 （２）苦情解決体制の整備 

 （３）職員に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

 （４）その他虐待防止のための必要な措置 

・事業所は、サービス提供中に当該事業所職員による虐待を受けたと思われる利用者を発見

した場合は、速やかにこれを市町村に通報するものとします。 

  

１６．感染対策に関する事項 

・事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の措置を講じるも 

 のとします。 

（１）事業所における感染症の予防及びまん延防止のため、おおむね６ヶ月に１回以上対策検 

  討委員会の開催と結果についての職員への周知徹底 

（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備 

（３）職員に対する感染症の予防及びまん延防止のための定期的な研修及び訓練の実施 
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１７．業務継続に向けた取組に関する事項 

  ・事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に必要な措置を講じるもとのとします。 

 （１）職員に対する業務継続計画の周知と定期的な研修及び訓練の実施 

  （２）定期的な業務継続計画の見直しと必要に応じた業務継続計画の変更 

 

１８．身体拘束の禁止 

  ・原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束は行わないことを約束します。ただ  

 し、緊急止むを得ない理由により拘束せざる得ない場合には、事前に利用者及びそのご家

族へ十分説明をし、同意を得るとともに、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急止むを得ない理由について記録します。 

 

１９．福祉の評価（福祉サービス第三者評価）について 

  当事業所は、福祉の評価（福祉サービス第三者評価）を受けておりません。 

 

２０．その他運営に関する重要事項 

事業所は、職員の資質向上を図るために次のように研修の機会を設けます。 

        ①採用時研修      その都度 

     ②継続研修        年２回 

・事業所は、適切な指定通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より職員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じ

ます。 

 

２１．当法人の概要 

名称・法人種別          社会福祉法人南相馬福祉会 

    代表者役職・氏名        理事長  菅原 武 

    法人所在地         福島県南相馬市原町区高見町二丁目７０番地 

  電話番号        ０２４４－２５－２８１１ 

  ＦＡＸ                ０２４４－２５－２８１２ 

    設立年月日       平成９年７月２９日 

    定款の目的に定めた事業 １、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

                            ２、短期入所生活介護（ショートステイ） 

                            ３、通所介護（デイサービスセンター） 

                            ４、訪問介護（ヘルパーステーション） 

                            ５、ケアハウス 

                            ６、認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

                   ７、障害福祉サービス事業 

              ８、居宅介護支援事業 

              ９、地域包括支援センター 

              １０、介護予防支援事業 
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法人の特徴 

当法人は、平成９年７月２９日に当時の原町市、小高町、鹿島町の１市２町の広域体制で総合

老人福祉施設を整備することを目的に設立された社会福祉法人です。 

平成１１年４月に、国、県からの補助を受けて南相馬市原町区に特別養護老人ホーム福寿園を中

核としてケアハウスさくら荘、在宅福祉サービスのショートステイ、デイサービスセンター、ヘ

ルパーステーションを整備し、相互の機能を補完して地域福祉の拠点としての役割を担っており

ます。 

 また、平成１２年 4 月、福寿園に居宅介護支援事業所、平成１４年１２月、鹿島区に特別養護

老人ホーム万葉園、認知症高齢者グループホームたんぽぽ、平成１６年６月、小高区に小規模生

活単位型（ユニットケア）の特別養護老人ホーム梅の香、平成１８年４月、原町区に地域包括支

援センター、介護予防支援事業所、さらには平成２２年８月から小高区に認知症高齢者グループ

ホーム小高を開設し、平成２５年３月、グループホーム石神、石神デイサービスセンターを開設

し、相互の機能を補完して地域福祉の拠点としての役割を担っております。地域の方々や利用者

の皆様方に愛され安心して利用できるサービスを提供します。 
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 サービス提供の開始に際し、本書面により事業所が利用申込者に施設の概要や提供されるサー

ビス内容、契約上ご注意いただきたいことを説明し、利用申込者がサービス提供開始に同意した

ことを証するため、本書２通を作成し、利用者、事業所が署名捺印又は記名捺印の上１通ずつ保

有するものとします。 

 

 事業所 

   

〈住  所〉 福島県南相馬市原町区大木戸字西原７１－１ 

〈事業所名〉 石神デイサービスセンター（事業所番号 福島県０７７１２００４１７号） 

   〈代表者名〉 社会福祉法人南相馬福祉会 

理事長  菅 原   武       印 

 

 

●サービス提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

  

    年  月  日 

           説明者  職 名    

           氏 名                印 

 

●私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、サービス提供開始に同意しました。 

 

    年  月  日 

 

     〈 利 用 申 込 者 氏 名 〉                   印 

 

     〈 代 筆 者 氏 名 〉                   印 

 

     〈身元引受人予定者氏名〉                   印  

 


